
�愛媛県告示第１２５号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法

（昭和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合する

と認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４

項の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成２３年２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第１２６号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づき事業

の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成２３年２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 起業者の名称

伊予市

２ 事業の種類

伊予市中山地域事務所・伊予市中山地区公民館・伊予市中山保

健センター・なかやま学童広場及び中山自治支援センター整備事

業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県伊予市中山町出渕地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、土地収用法第２０条各号の要

件をすべて充足すると判断されるため、事業の認定をしたもので

ある。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

申請に係る事業は、愛媛県伊予市中山町出渕地内を起業地と

する「伊予市中山地域事務所・伊予市中山地区公民館・伊予市

中山保健センター・なかやま学童広場及び中山自治支援センタ

ー整備事業」（以下「本件事業」という。）である。

本件事業は、伊予市が設置する支所（地域事務所）、保健セ

ンター、協働推進拠点施設（自治支援センター）、社会教育法

（昭和２４年法律第２０７号）第２１条第１項に基づく公民館及び社

会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第３項第２号に基づく

放課後児童健全育成事業（児童クラブ）に関する事業であるこ

とから、それぞれ、土地収用法第３条第３１号に掲げる「地方公

共団体が設置する庁舎その他直接その事務又は事業の用に供す

る施設」、同条第２２号に掲げる「社会教育法による公民館」及

び同条第２３号に掲げる「社会福祉法による社会福祉事業の用に

供する施設」に関する事業に該当する。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

本件事業は、伊予市議会において伊予市一般会計予算の議決

を受け施行するものであることから、伊予市は本件事業を施行

する権能を有するものと認められる。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 事業の施行により得られる公共の利益

伊予市では、市町村合併後の市政運営方法として総合支所

方式を採用しており、旧中山町庁舎は中山地域事務所として

市政運営全般における地域拠点に位置付けられ、総合支所と

して重要な役割を担っている。また、同事務所内に自治支援

センターを設置して住民自治活動を支援するなど、同センタ

ーを中心に市民と行政が対等の立場で相互に補完し合う参画

と協働のまちづくりを推進している。

一方、同事務所に近接する中山地区公民館は、住民の学習

需要に総合的に応える施設であり、地域の教育と学習の拠点

として地域社会の形成や地域文化の振興に寄与している。

また、同公民館には中山保健センターが併設されるととも

に、同公民館の一室は、児童クラブ（なかやま学童広場）と

して利用されている。保健センターは、地域の健康づくりの
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拠点としての役割を担っており、また、学童広場は、児童の

健全育成や保護者の仕事と子育ての両立支援に重要な役割を

果たしている。

しかしながら、中山地域事務所は築４１年、中山地区公民館

は築４４年を経過し、著しく老朽化が進んでおり、耐震面で防

災の拠点としての機能を十分に果たしていないほか、段差等

ユニバーサルデザインに配慮された施設になっていない。ま

た、保健センター、児童クラブ室及び住民自治活動室は、当

時の施設設計で考慮されておらず、専用施設となっていない

ため、住民自治活動の支援や各種行政サービスの提供に支障

をきたしている。

これらの問題を解消するため、第１次伊予市総合計画の施

設整備・活用の基本方針において、老朽施設の再整備や時代

の変化と共に役割が変わりつつある施設については、複数の

施設の統合や機能の複合化などを検討し、市民のニーズに応

じて効率的にサービスが提供できるよう再整備に努めること

としており、伊予市総合計画建設事業検討委員会において、

施設機能の新たな方向性等について検討を重ねた結果、地域

事務所、公民館、保健センター、児童クラブ及び自治支援セ

ンターの各機能を集約した複合施設を整備することとしたも

のである。

本件事業の施行により、耐震性を備え、また、ユニバーサ

ルデザインに配慮された新施設が整備されるだけでなく、地

域の教育・学習、健康づくり、子育て支援及び住民自治活動

支援の各機能も集約した複合拠点施設として、効率的かつ一

体性のある住民サービスの提供が可能となるものと認められ

る。

なお、本件事業の施行による生活環境等に及ぼす影響につ

いては、本件事業は環境影響評価法（平成９年法律第８１号）

等による環境影響評価の対象となるような大規模で環境へ大

きな影響を及ぼすおそれのある事業ではなく、また、施設の

設計に当たって、地域住民や環境に配慮した対策を講じるこ

ととしていることから、周辺環境への影響は軽微であると認

められる。

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は

相当程度存在するものと認められる。

イ 事業の施行により失われる利益

本件事業地内には、起業者が保護のため特別の措置を講ず

べき動植物、文化財等は見受けられない。

したがって、本件事業の施行により失われる利益は軽微で

あると認められる。

ウ 代替案の検討

本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的条件、

社会的条件及び経済的条件による３案の比較検討を行い、総

合的に最も優れた案を採用しているものと認められる。

エ 比較衡量

アで述べた得られる公共の利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる公共の

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに、ウで

述べたように、本件事業の事業計画は他の代替案と比較して

最も合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄

与するものと認められるので、土地収用法第２０条第３号の要件

を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

ア 事業を早期に施行する必要性

現在の中山地域事務所及び中山地区公民館は、いずれも老

朽化が進んでおり十分な耐震性を備えていないほか、保健セ

ンター、児童クラブ室及び住民自治活動室は専用施設を備え

ていないなど、住民サービス提供に著しく支障をきたしてい

ることから、住民のニーズに応じた一体的、総合的なサービ

ス提供を可能とする施設を早期に整備する必要があると認め

られる。

したがって、本件事業を早期に施行する必要性は高いもの

と認められる。

イ 起業地の範囲の合理性

本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の目的を達成す

るために必要な範囲であると認められる。また、収用の範囲

は、すべて本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめら

れていることから、合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があ

ると認められるため、土地収用法第２０条第４号の要件を充足す

ると判断される。

� 結論

以上のとおり、本件事業は、土地収用法第２０条各号の要件を

すべて充足すると判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

伊予市役所

�愛媛県告示第１２７号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定によ

り告示する。

平成２３年２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

宇和
第７
号

西予市宇和町卯之町四丁目４４５番地 宇和地区食品衛生協会 西予市宇和町卯之町四丁目４４５番地 八
幡浜中央保健所宇和支所内

平成２２年１２月２８日

宇和
第１０
号

西予市野村町野村１２号６１７番地 野村地区食品衛生協会 西予市野村町野村１２号６１７番地 平成２２年１２月２８日

愛 媛 県 報平成２３年２月４日 第２２３９号

７２
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�愛媛県告示第１２８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市飯岡土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年２月４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１２９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市大町土地改良区から次のとおり役員が住所を変更した旨の届

出があった。

平成２３年２月４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�������
�愛媛県告示第１３０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・海山下池地区）の施行に平成２３年１月

２５日同意した。

平成２３年２月４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�愛媛県告示第１３１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 悟 西条市飯岡２０番地

〃 秦 保 志 西条市飯岡１１０２番地

〃 秦 孝 敏 西条市飯岡１３５５番地

〃 秦 輝 幸 西条市飯岡８９１番地

〃 藤 田 正 夫 西条市飯岡７８８番地

〃 越 野 毅 西条市早川２２９７番地の１

〃 一 色 和 夫 西条市飯岡２３０３番地

〃 曽我部 文 雄 西条市飯岡６８８番地

〃 越 智 克 己 西条市飯岡２２４１番地

〃 越 智 文 雄 西条市飯岡１８４９番地の１

〃 国 田 定 義 西条市飯岡１８０７番地

〃 一 色 恭 行 西条市飯岡１９６３番地２

〃 伊 藤 朝 男 西条市大浜６１８８番地

〃 寺 田 和 照 西条市飯岡３１１８番地２

〃 越 智 泰 則 西条市飯岡３２１５番地１

〃 岡 一 雄 西条市飯岡３１５９番地４

〃 佐 竹 正 文 西条市飯岡３９８４番地

〃 浅 野 幾 義 西条市下島山６０７番地

監 事 佐 竹 尚 西条市飯岡３９８５番地

〃 寺 田 祝 啓 西条市飯岡３８１１番地

〃 秦 捷 治 西条市飯岡１３２５番地

〃 西 原 敏 西条市下島山甲５６９番地

役員の
種 類 氏 名

住 所

変 更 前 変 更 後

理 事 明 日 勇 雄 西条市福武甲１４１６番地
１ 西条市大町６８３番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 悟 西条市飯岡２０番地

〃 秦 保 志 西条市飯岡１１０２番地

〃 秦 孝 敏 西条市飯岡１３５５番地

〃 越 智 祐二郎 西条市飯岡８２４番地

〃 武 田 敦 郎 西条市飯岡６６２番地の１

〃 越 野 毅 西条市早川２２９７番地の１

〃 一 色 和 夫 西条市飯岡２３０３番地

〃 越 智 克 己 西条市飯岡２２４１番地

〃 越 智 文 雄 西条市飯岡１８４９番地の１

〃 国 田 定 義 西条市飯岡１８０７番地

〃 一 色 浩 西条市飯岡２６４７番地の２

〃 伊 藤 朝 男 西条市大浜６１８８番地

〃 越 智 律 雄 西条市飯岡２９７４番地

〃 藤 原 増 市 西条市飯岡３１７９番地２

〃 岡 一 雄 西条市飯岡３１５９番地４

〃 河 野 貞 雄 西条市飯岡３６９３番地

〃 浅 野 幾 義 西条市下島山６０７番地

監 事 藤 田 幸 正 西条市飯岡９０８番地

〃 佐 竹 尚 西条市飯岡３９８５番地

〃 寺 田 祝 啓 西条市飯岡３８１１番地

〃 越 智 照 實 西条市下島山甲５９６番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 伯方島環状線

今治市伯方町木浦字打越甲３２２８番４地先 旧 １１．３～１２．３ ０．０２４

今治市伯方町木浦字打越甲３２２８番４ 新 １２．３～１３．２ ０．０２４

〃 〃

今治市伯方町木浦字三反地甲３５１１番１から

同町木浦字扇畑甲３１３６番３地先まで
旧 ４．７～１６．３ ０．０７０

今治市伯方町木浦字三反地甲３５１１番１から

同町木浦字扇畑甲３１３６番３まで
新 １６．３～２１．８ ０．０７０

愛 媛 県 報平成２３年２月４日 第２２３９号

７３
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�愛媛県告示第１３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年２月４日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第１３５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年２月４日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

〃 〃

今治市伯方町木浦字尾浦甲２７４４番３地先から

同町木浦字尾浦甲２７５３番４地先まで
旧 ７．０～１２．０ ０．０６０

今治市伯方町木浦字尾浦甲２７４４番３から

同町木浦字尾浦甲２７５３番４まで
新 １１．１～１４．０ ０．０６１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伯方島環状線 今治市伯方町木浦字打越甲３２２８番４ 平成２３年２月４日

〃 〃
今治市伯方町木浦字三反地甲３５１１番１から

同町木浦字扇畑甲３１３６番３まで
〃

〃 〃
今治市伯方町木浦字尾浦甲２７４４番３から

同町木浦字尾浦甲２７５３番４まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町生名５０番２から

同町弓削佐島７０番３地先まで
平成２３年２月６日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第５６号

平成２３年１月２５日
伊予郡松前町大字中川原字新田３８５番５、３８５番７

松山市余戸南四丁目４番１１号

ボヌールプラスＢ２０３号

高 田 倫 太 郎

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第５７号

平成２３年１月２５日
伊予郡松前町大字中川原字新田３８５番３、３８５番６

伊予郡松前町大字中川原３８５番地１

高 田 昭 裕
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�愛媛県告示第１３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県選挙管理委員会告示第１号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２３年２月４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２３年２月４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宿毛津島線
宇和島市津島町御内横吹山国有林２０２０林班ろ小班地先から

同町御内横吹山国有林２０２０林班ろ小班地先まで

旧 ４．６～１３．０ ０．４４２

新 １０．０～３０．６ ０．４４２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宿毛津島線
宇和島市津島町御内横吹山国有林２０２０林班ろ小班地先から

同町御内横吹山国有林２０２０林班ろ小班地先まで
平成２３年２月４日

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

�塚廣義後援会 � 塚 廣 義 � 塚 明 美 新居浜市萩生１８１５－１ 平成２２年１２月１日

政安誠後援会 政 安 誠 山 中 郁 松山市土橋町８１－４ 平成２２年１２月１０日

三浦康司後援会 岡 部 淳 二 岡 部 忠 清 新居浜市垣生四丁目１－４３ 平成２２年１２月１３日

愛媛県民の会 武 田 政 勝 菅 幹 彦 新居浜市磯浦町１０－８ 平成２２年１２月１６日

森なつえ後援会 渡 部 由 香 森 功 西条市氷見乙７６２－４ 平成２２年１２月１７日

未来開発研究会 横 田 弘 之 福 島 耕 二 松山市枝松五丁目６－４８ 平成２２年１２月２８日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

山田としお愛媛県後援会 会 計 責 任 者 武 智 龍 治 伊賀上 恒 英 平成２２年１２月１日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２３年２月４日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成２３年２月４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２３年２月４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第６号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２３年２月４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

元気えひめの会 代 表 者 吉野内 直 光 谷 本 永 年 平成２２年１２月３日

自由民主党愛媛県防衛協
賛支部 主たる事務所の所在地 松山市岩崎町一丁目３－１８ 松山市湯の山四丁目３－１８ 平成２２年１２月６日 政党の支部

代 表 者 寺 岡 陸 雄 濱 田 茂登吉

愛媛県土地家屋調査士政
治連盟 代 表 者 池 川 晋一郎 藤 本 � 男 平成２２年１２月９日

会 計 責 任 者 岡 宗 鷹 末 光 健 二

松井宏治後援会 主たる事務所の所在地 松山市束本一丁目７－３０ 松山市天山三丁目１４－２７ 平成２２年１２月９日

中 村 ひ ろ ひ こ 愛 媛 後 援 会 杉 本 太 一 平成２２年１２月１日

民主党愛媛県参議院選挙区第２総支
部 岡 平 知 子 平成２２年１２月１０日

岡 平 知 子 を 応 援 す る 会 岡 平 知 子 平成２２年１２月１０日

くにもと雅弘と市政を考える会 國 元 雅 弘 平成２２年１２月２４日

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 代表者の氏名 届 出 年 月 日

� 塚 廣 義 新居浜市議会議員 �塚廣義後援会 新居浜市萩生１８１５－１ � 塚 廣 義 平成２２年１２月１日

政 安 誠 愛媛県議会議員 政安誠後援会 松山市土橋町８１－４ 政 安 誠 平成２２年１２月１０日

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

越智しのぶ後援会 公 職 の 種 類 愛媛県議会議員 今治市長 平成２２年１２月２０日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

自由民主党愛媛県医療会支部 久 野 梧 郎 平成２２年１１月３０日
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改 正 後 改 正 前

１ 病院 １ 病院

名 称 所 在 地 指定年月日 名 称 所 在 地 指定年月日

省略 省略

宇都宮病院 愛媛県八幡浜市１５３６

番地１１８

省略 宇都宮病院 愛媛県八幡浜市１５７９

番地３９

省略

省略 省略

２～５ 省略 ２～５ 省略

平成２３年２月４日 発行
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